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入水準，雇用制度，居住の場所などは女性の就業環境に影響を与える。女性労働参加率の形態は
I L O によって五つに分けられている。
第一モデル
女性の労働力参加率は高く， 20～ 24歳層と 45～ 54歳層が最も高い，二つの峰があるが， 20 ～ 24歳
層の峰は45～ 54歳層のより高くそれぞれの労働力率はが65%, 45% ぐらいである。日，米，西欧，
北欧の諸国はこれに属する。
第二モデル










































ι19 20 ~ 24 25 ~ 29 3ト34 3ト39 4ト44 45~ 49 50~ 54 55～59 印～臼歳
（出所）『中国1982年人口普査資料』 272-276頁， 468貰。
『中国1990年人口普査資料j 第 2 冊， 2 ～ 3 頁， 476頁， 478頁。
『1995年全国 1%人口抽様調査資料』 11 ～ 13頁， 124～ 130頁， 232～ 237頁。
-19一
それよりも若干ではあるが高くなっている。そして， 40～ 64歳までの女子労働力率は，まず40歳













15歳から 64歳までの女子労働力率は， 1982年に76.1%であったが， 90年， 95年にはそれぞれ79.1
%, 79.6%へと 3 ポイント以上上昇した。このことは 上述の若年女子を除く女子全般の労働力率
の上昇が，進学率上昇による若年女子の労働力率の低下を大きく上回っているためである。
一方， 40代歳前後の女性は失業率が徐々に上昇すると伴い 逆U型の就業カーブに大きく影響を





日本の女性の年齢別労働率（図 2 ーし 2 - 2 参照）は， 20～ 24歳層がもっとも高く， 25 ～ 29歳
層で大幅に低下し，その後35歳以上再び上昇し， 50歳ないし55歳からまた低下するといういわゆる
M字型をなすが， 75年以前， 25～ 29歳層の落ち込みが深くなり， 35歳以上での山がより高く傾向が
つづいた。これに対して75年以降， M字型が上方に動き（つまり労働率の上昇）， しかも 25 ～ 29歳
層の谷が浅くなるとともに，谷の底が30～ 34歳層に移ったのである。結婚，出産，育児にともない，
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（注）潜在有業率は，有業者数に就業希望者数を足したものを，女性の年齢別人口で除
し， 100をかけた値である。



































産業構造上（表 1 ）では，中国女性労働者は第一産業に集中され（90年77.16% ），第二産業がそ
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表 1 産業別中日労働者の構成比例
年 区 分 第一産業 第二産業
男 70.14 16.71 
中 国
女 77.16 13.61 
1990年
男 6.36 37.89 
日 本
女 8.5 27.3 
男 70.32 18.68 
中 国
女 77.97 13.84 
1982年
男 8.17 38.25 
日 本



















1982年 1990年 1982年 1990年
中 日 中 日
国 本 国 本
専門的・技術的職業従事者 38.3 47.5 45.1 42.6 
国家機関及び企業管理者 10.4 5.5 11.6 7.7 
事 務 者 24.5 51.8 25.9 58.0 
販 3τ去E~ 従 事 者 45.9 31.5 46.8 33.8 
農林漁業作業者 46.8 24.4 47.9 28.2 
運輸・通信従事者 5.9 4.2 
ト一一一 ト一一一一一寸
技能工・製造建設作業者 35.4 25.0 35.7 28.2 
ト一一一一一 ト一一一ー寸
労 務 作 業 者 42.3 41.6 
サービス職業従事者 47.9 50.5 51.7 51.3 
そ の他従業 員 0 41.7 。
資料出所：鄭暁瑛主編『中国女性人口問題与発展J 67頁
総務庁統計局「労働力調査j
中 国 日 本 中 国 日
男 女 男 女 男 女 男
5.6 4.4 7.7 13.2 5.3 5.3 11.3 
2.5 0.4 7.6 0.8 2.6 0.5 7.2 
1.8 0.7 16.4 33.2 2.3 1.0 15.2 
1. 7 1.9 13.7 11.9 2.9 3.1 15.0 
67.9 77.1 1.2 0.7 66.8 75.3 0.9 
7.7 0.9 6.9 
18.5 13.0 35.6 22.4 17.2 12.0 32.2 
4.0 5.6 4.8 
2.0 2.4 5.8 11.2 2.1 2.7 6.2 

































年女性48.4% ）が強まる傾向にある。「男性職業」が国家機関・企業管理者（女性： 90年7.7%. 96 
年8.9% ），販売従事者（女性： 90年33.8%, 96年34.7% ），農林業作業者（女性： 90年28.2%. 96年




(90年：男性13.8%，女性1.0% 。 96年：男性15.1%，女性1.0% ）からみると，男性のほうが遥かに
比率が高く，その男女格差は拡大する傾向がみられる。
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③ 総務庁「平成 7 年国勢調査」からみると，専門的・技術的職業従事者の女性の割合が相当高
い（41.6% ）が，主に保健医療，社会福祉などの専門性職業（看護婦96.2%，保健婦100%，保母99
%）及び幼稚園（ 93.1% ），小学校（62% ）教員に集中され，その内特に高い専門性を要求される職
業（医師13.7%，歯科医師16.5% ）及び大学教員（ 20.2% ）が非常に少ない。さらに，自然科学系，












10月 19日）によると当時の中国の労働者の賃金は表 3 の通りである（単位日本貨幣：銭）
表 3 中国における工場労働者の一日平均賃金
単位：日本貨幣銭
絹糸 紡績 綿績 織物 抄紙 製粉 印刷 石炭 硝子 製健 倉庫仲仕
工場種類
男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女
普通職工 35 25 40 30 35 20 60 35 20 40 50 25 40 15 40 25 50 35 





















































事 業 別 総 数 日本内地人 朝鮮人工場 支那人工場 外国人工場工 場
総 数 486 316 6 161 3 
窯 業 74 53 21 
金 属 工 業 67 48 18 1 
機械器具製造業 31 22 9 
化 寸主ι占 工 業 69 29 40 
繊 維 工 業 39 16 23 
車氏 工 業 7 4 3 
皮羽革毛、品骨類、 製角造、 業甲 1 
木、竹類ニ関スル製造業 54 40 14 
飲食料品、晴好品製造業 66 39 6 20 1 
被服、身ノ廻リ品製造業 16 8 7 1 
土 木 建 築 業 4 4 
製版、 印刷、製本業 32 28 4 
学妻、娯楽、製飾品製造業 2 1 1 
瓦斯用、電気及び天然力
利 ニ関スル業 19 19 
其 他 ノ 工 業 5 4 1 
資料出所：関東庁『昭和二年 関東庁労働統計書J （昭和四年） 4 頁
企業における女性労働の国際比較と経営上の意味 -27-
表 5 労働者人員級別工場数
種 類 J郁P必也、 数 日本内地人 朝鮮人工場 支那人工場 外国人工場工 場
総 数 486 316 6 161 3 
小工場 130 人以下 251 135 4 109 3 
31 人乃至50 人 99 66 2 31 
51人乃至100人 67 51 16 
中工場
101人乃至300人 44 40 4 
301 人乃至500人 6 6 
12 11 1 
大工場
1,001 人以上 7 7 
資料出所：関東庁『昭和二年 関東庁労働統計書J 6 頁
② 労働時間についての比較




異がある（表 6. 7 参照）。昭和 6 年の調査をみるとその差異はもっと拡大している。
表 6 労働時間別工場数
種 別 総 数 日本内地人 朝鮮人工場 支那人工場 外国人工場工 場
総 数 486 316 6 161 3 




七時間 6 1 5 
間
八時間 33 28 4 1 
以
九時間以内 49 33 2 14 
内
十時間以内 158 132 3 23 
計………・・ 237 119 115 2 
十
十一時間以内 78 55 23 
時 十二時間以内 125 59 1 64 
間
十三時間以内 15 3 11 
超 十四時間以内 6 2 4 
過
十四時間ヲ超ユルモノ 13 13 
不 r苅.. 三 2 2 
資料出所：関東庁『昭和二年 関東庁労働統計書j 8 頁
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表 7 平均最長最短労働時間
種 別 総 数 日本内地人 朝鮮人工場 支那人工場 外国人工場工 土暴
平 均 10~38 1o~i4 10~00 1r25 10~ゐ
最 長 17.00 14.00 12.00 17.00 12.30 
最 短 6.00 6.00 9.00 7.00 8.00 
資料出所：表 6 に同じ
③ 労働者の年齢についての比較
昭和 2 年の調査では，日本内地人労働者は21歳から50歳，中国人労働者は11歳から 40歳のものが
最も多く，中国人労働者は日本内地人労働者に比べ若年者の割合が特に多い。労働者総数44,636人





労働者は男子22%，女子78% に対し，日本内地人未成年労働者は男子 5%，女子24% に止まる（表
8 参照）。




労 働 者 数 百 分 上ヒ 伊リ
年 齢 内日地本人 内日地本人総数 朝鮮人 支那人 外国人 総数 朝鮮人 支那人 外国人
総 数
最念 数 44,638 3,858 1, 111 39,666 3 100 100 100 100 100 
95 4 91 。 。 。
車 11歳乃至15歳 2 801 4 128 2,669 6 。 12 7 
者 16歳乃至20歳 8,274 204 375 7,695 19 5 33 19 
21 歳乃 30 歳 18,231 961 344 16 925 1 41 25 31 44 33 
成 31歳乃至40歳 10,325 1,467 164 8,692 2 23 38 15 22 67 
年 41歳乃至50歳 4,039 992 73 2,974 9 26 7 7 
者 51歳乃至60歳 787 222 21 544 2 6 2 
61 歳以上 84 6 2 76 。 。 。 。
企業における女性労働の国際比較と経営上の意味 -29-
男 性
長念 数 40,674 3,781 595 36,295 3 100 100 100 100 100 
33 33 。 。
車者 11歳乃至15歳 1,372 3 51 1,318 3 。 9 4 
16歳乃至20歳 6,833 187 186 6,460 17 5 31 18 
21 歳乃 30 歳 17,695 936 195 16,563 1 43 25 33 46 33 
成 31歳乃至40歳 10,046 1,441 101 8,502 2 25 38 17 23 67 
年 41歳乃至50歳 3 886 986 49 2,851 10 26 8 8 
者 51歳乃至60歳 737 222 12 503 2 6 2 1 
61 歳以上 72 6 65 。 。 。 。
女 性
総 数 3,962 75 516 3,371 100 100 100 100 
未成 10 歳迄 62 4 58 2 1 2 
11歳乃至15歳 1,429 1 77 1,351 36 1 15 39 年者 16歳乃至20歳 1,441 17 189 1,235 36 23 37 37 
21 歳乃 30 歳 536 25 149 362 14 33 29 11 
成 31歳乃至40歳 279 26 63 190 7 35 12 6 
年 41歳乃至50歳 153 6 24 123 4 8 5 4 
者 51歳乃至60歳 50 9 41 1 2 1 
61 歳以上 12 11 。 。 。











昭和 2 年の調査では，日本内地人労働者中勤続一年以内の者 6%，五年以内の者14%，五年を超
える者80%，中国人労働者中一年以内の者31%，五年以内の者39%，五年を超える者30% の割合に
なっている。日本内地人は五年を超える者は多いのに対し，中国人は五年以内の者が多い（表 9 参
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表 9 従業年月数別工場労働者数
質 数 百 分 比 伊。
種 別
総数 一年以内 5 年以内 5 年超過 総数 1 年以内 5 年以内 5 年超過
j耶，昏也、 数 44,636 13,006 16,615 15,015 100 29 37 34 
日本内地人 3,856 222 557 3,077 100 6 14 80 
朝 鮮 人 1,111 352 545 214 100 32 50 18 
支 軍R 人 39,666 12,432 15,511 11,723 100 31 30 39 
外 国 人 3 2 100 67 33 
資料出所：関東庁『昭和二年 関東庁労働統計書』（昭和四年） 14頁
表10 工場労働者ノ従業年月数
総 平 1句 内地人 朝鮮人 支那人
種 7.JI 
総平均 男 女 男 女 男 女 男 女
最 長 51年.1月 51年．月1 30.~ 50.0 20 ＇.月5 30~4 13¥ 30.0 
最 短 1 1 1 1 1 1 1 
平 均 4.9 4.11 2.1 10.7 4.9 4.1 3.0 4.5 1.11 
昭和二年調査平均 5.2 5.6 1.5 14.4 5.5 4.3 2.0 4.7 1.3 









は日本内地人女子の 3 倍に相当し，中国人男子の賃金は中国人女子の 2 倍ぐらいになっているが，




事 業 別 総平均 日本内地人 朝鮮人工場 支那人工場 外国人工場
銭 銭 銭 銭 銭
総 数 82 3.88 52 53 1.74 
窯 業 68 3.23 69 58 
金 属 工 業 90 3.71 1.06 64 
機械器具製造業 2.12 4.47 3.04 88 
化 寸会Lら」 工 業 42 3.12 41 37 73 
繊 維 工 業 35 2.50 47 31 
紙 工 業 57 2.42 44 37 
皮革毛、 骨、 製角、 業甲羽品類造 68 3.33 57 
木、竹類ニ関スル製造業 60 2.74 92 55 
飲食料品、晴好品製造業 40 2.45 57 34 2.25 
被服、身ノ廻リ品製造業 30 1.87 82 86 
土 木 建 築 業 85 2.05 79 
製版、 印刷、 製本業 1.18 3.23 1.47 76 
学義、娯楽、製飾品製造業 1.01 3.90 68 
瓦斯、電気及び天然業力
利用ニ関スル 99 3.21 22 51 
其 他 ノ 工 業 37 2.42 32 
資料出所：関東庁『昭和二年 関東庁労働銀統計書』 15頁
表12 工場労働者ノ一日平均賃銀（金）
内 地 人 朝 鮮 人 支 方E 人
種 Bリ
男 女 男 女 男 女
最 高 9.52 円 2.08 円 4.00 円 1.43 円 6.45 円 1.20 円
最 f民 7 7 9 2 1 2 
平 均 3.28 1.07 69 28 35 18 
同（昭和二年調査） 3.93 1.27 78 36 56 25 
よ七 較 減 65 20 9 8 21 9 
昭昭和和二六年ノ年賃賃金金ヲ 100 トスルノ指数 83.5 84.3 88.5 77.8 62.5 64.0 
賃銀ノ低下割合 1割6 1割6 1割l 2割2 3割7 3割6
資料出所：関東庁『平成六年 関東庁労働統計書』 37頁
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表13 事業主別工場労働者ノ賃銀（金）（昭和 6 年）
内 地 人 朝 声平 人 支 'JJ~ 人
事業主別
男 女 男 女 男 女
総 平 土句 3.28 円 1.07 円 69 銭 28 銭 35 銭 16 銭
r白~ よ昂旦． 工 場 2.94 38 27 
i繭 鍛 工 場 3.57 1.28 69 22 49 
内 地 人 工 場 2.63 92 73 26 37 17 
朝 鮮 人 工 場 53 34 54 
日支合弁工場 2.83 31 
















の教育水準の上昇は，雇用にはあまり反映されないとの指摘もある（europe, 1998 ）。「 E U におけ
る教育統計j によると，欧州において20年前には少数派にすぎなかった高等教育を受ける女性が，
現在では男性より多くなっている。加盟国全体で高等教育を受ける資格を持つ女性の割合は，男性
100に対して110である。しかし， E U域内での女性の失業率は 7% と，男性の 5%に比べて高い。
男女差が特に大きいのはスペイン（女性20%，男性11% ），イタリア (10%, 5 %），ギリシャ（ 8 
%, 4 %）。また，男女が逆転するポルトガル（女性 2%，男性 4 % ），スウェーデン（ 3 %, 4 %), 





種 別 市制己F、 数 日本内地人 朝鮮人 支那人 外国人
実 数
数 44,636 3,856 1 111 39,666 3 
‘巾’会巳・ ぷ目リEベ 16,163 3,842 443 11,875 3 
古巨 28,473 14 668 27,791 
官告 15,866 3,772 344 11,747 3 
男
ム目レ~ 24,808 9 251 24,548 
青E 297 70 99 128 
女
能 3,665 5 417 3,243 
百 分 上ヒ 伊j
数 100 100 100 100 100 
総 吉E 36 100 40 30 100 
自巨 64 。 60 70 
古E 39 100 58 32 100 
男
古色 61 。 42 68 
古E 7 93 19 3 
女

























































能型J, 51 ～ 75% を「準単一機能型J, 50%以下を「複数職能型」とする。「単一職能型J に属する
人が日本は39.2%，米国は65.6%, ドイツは57.9% となる。「複数職能型j は日本が30.4%，米国が














心とした中核的社員（大卒）は新入社員として入社してから，ほほ 2 年か 3 年に一度，所属部門が
変わっていくという制度である。例えば，文科系（事務系）社員は人事部門から経理部門，そうし
て購買部門といった形で， 2' 3 年に一度部門を移動（異動）していく。理科系（技術系）社員は
開発部門から生産技術部門へ，そうして工場へ，といった形で，これも 2' 3 年に一度移動してい




















日本の戦時における女工優劣論（中外商業 昭和12 12 ・ 5)



























































































































者である「正社員J から「パート J 「人材派遣」などへシストしつつある（毎日新聞 98.9.5 ）。総
務庁調査，女子の雇用者約2,187万を雇用形態でみると，「人材派遣J が20万人で前回調査約11万人










中国における都市部労働者に対する養老保険制度は， 1951年 2 月，中央人民政府政務院公布の
「中華人民共和国労働保険条列」によってスタートした。当初その対象企業は，労働者100人以上の
国営企業，公私合営，私営及び合作社経営企業に限られていた。続く 1956年にはその適用範囲が拡
大され，全国の上記，各所有制企業の94%がその対象とされた。さらに， 1958年 2 月，国務院は
「企業労働者，職員の退職に関する暫行規定」を公布し，企業労働者（現場従業員），事業単位，党
































である。 50年代以降，全国統一的な 8 等級賃金制度が成立した。企業の従業員の賃金基準は，全

































































年 Z口L 雪ロ＋』 制時賃間給金 基準務賃金職給 賃時間外勤金務 ボーナス 手当補助金 勤時務間賃外金 その他賃金
1978 100.0 85.0 0.9 2.3 6.5 2.0 3.4 
1979 100.0 75.5 2.9 7.5 8.8 2.0 3.7 
1980 100.0 69.8 3.8 9.1 14.1 1.6 2.2 
1981 100.0 67.2 6.6 10.2 14.0 1.6 1.5 
1982 100.0 64.4 8.2 10.9 14.1 1.5 1.5 
1983 100.0 63.5 10.3 11.1 14.1 1.3 1.5 
1984 100.0 58.5 11.6 14.4 14.5 1.5 1.6 
1985 100.0 45.6 11.6 11.6 12.4 18.5 1.6 0.8 
1986 100.0 36.8 19.5 10.6 12.8 18.8 1.8 1.6 
1987 100.0 35.3 19.0 11.4 14.7 18.9 1.9 1.0 
1988 100.0 32.0 17.0 1. 7 17.2 21.4 1.9 1.1 
1989 100.0 31.1 16.3 11.5 17.6 23.1 1.7 1.0 
出所：『1988-1989 中国労働年鑑』 (1991年） 488頁
に対して， 1985年から基準賃金・職務給に加え，賃金総額に占める割合は11.6%，時間給制賃金は
45.6% にまで下落した。一方，ボーナス，手当・補助金はそれぞれ12.4%, 18.5% にまで上昇した。
89年に時間給制賃金の割合はさらに31.1% まで下落し，手当・補助金，ボーナス，基準賃金・職務
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表16 男女の賃金格差（ 1997年） 表17 男女賃金の推移
















































46- 研究年報第 Xx W 巻
17.08% を占め，その内， 46.12%が共産青年団，工会（労働組合）及び婦女連合会の責任者である。
年齢別の女性比率は以下の通りである。
年齢（歳） 15~ 19 20~ 29 30~ 39 40 ~ 49 50 ~ 54 55 ~ 59 60 ~ 



























表19- 1 女性管理職を有する企業の割合 図表19- 2 管理職に占める女性の比率
92 95 92 95 
部長 7.2% 14.3% 部長 1.2% 1.5% 
課長 19.1% 30.6% 課長 2.3% 2.0% 
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